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５ 条例案に対する意見の提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

19.6.21 職 員 の 退 職 手 当 改正内容 適当な改

に 関 す る 条 例 の １ 概要 正と考え

一 部 を 改 正 す る 雇用保険法の改正に伴う国家公務員退職 ます。

条例 手当法の改正に準じて、所要の改正を行う

もの

２ 内容

（１）失業者の退職手当の受給資格の改正

雇用保険（失業給付）の受給資格要件の

改正に伴い、失業者の退職手当について、

受給資格要件の勤続期間を６月以上から

12 月以上あること（解雇等の場合は６月

以上）に改める。

（２）船員保険の雇用保険への統合に伴う改

正

船員保険の失業部門が雇用保険制度に統

合されることに伴い、船員保険法の規定に

より失業者の退職手当に相当する給付の支

給を受けることとなる者に対して失業者の

退職手当を給付することを禁じる規定を削

除する。

３ 施行期日

平成 19 年 10 月１日（ただし、２（２）

に係る規定は平成 22 年４月１日施行）
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

19.9.26 職 員 の 育 児 休 業 改正内容 適当な改

等 に 関 す る 条 例 １ 概要 正と考え

等 の 一 部 を 改 正 地方公務員の育児休業等に関する法律の ます。

する条例 改正に伴い、職員が育児短時間勤務を行う

ことができるよう必要な事項を定めるとと

もに、関連する条例について必要な改正を

行うもの

２ 内容

（１）勤務時間関係

ア 育児休業に係る改正

再度の育児休業ができる特別の事情

として、負傷等により子を養育できな

くなった職員が育児休業の承認を取り

消された後、当該負傷等から回復した

場合を追加する。

イ 育児短時間勤務制度新設に係る改正

(ｱ)育児短時間勤務をすることができ

ない職員を規定する。

(ｲ)育児短時間勤務終了後１年を経過

する以前に、同じ子について育児短

時間勤務をすることができる特別の

事情を規定する。

(ｳ)育児休業法に規定する以外の特別

な育児短時間勤務の形態を規定する。

（交替制等勤務職員のための勤務の

形態）

(ｴ)育児短時間勤務の承認又は期間の

延長の請求手続を規定する。

(ｵ)育児休業法に規定する以外の育児

短時間勤務の承認の取消事由を規定

する。（育児休業法が規定する育児

短時間勤務の承認の取消事由＝育児

短時間勤務職員がその子を養育しな

くなった場合）

(ｶ)承認が失効した場合等に、育児短

時間勤務の例による短時間勤務をさ

せることができるやむを得ない事情

を規定する。



- 20 -

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

(ｷ)育児短時間勤務制度の新設に伴い、

育児短時間勤務職員及び育児短時間

勤務に伴う短時間勤務職員に係る一

般職員勤務時間条例及び市町村立学

校職員勤務時間条例の規定を改正す

る。

ウ 部分休業に係る改正

(ｱ)部分休業をすることができない職

員として、育児短時間勤務又は育児

休業法第 17 条の規定による育児短時

間勤務の例による短時間勤務をして

いる職員を追加する。

(ｲ)部分休業の承認要件を規定上緩和

する。（「職員の託児の態様、通勤の

状況等から必要とされる時間につい

て」という文言を削除）

(ｳ)部分休業の承認の取消事由として、

育児短時間勤務の承認の取消しを準

用することを規定する。

（２）任用関係

「育児短時間勤務に伴う短時間勤務職

員」(非常勤職員)の任期を更新する場

合、「育児休業に伴う任期付採用職員」

の規定を準用し、あらかじめ職員の同

意を必要とすることとする。

（３）給与関係

ア 育児休業をした職員の職務復帰後に

おける号給の調整

育児休業をした職員が職務に復帰し

た場合、育児休業期間を 100/100（現

行： 1/2）の換算率により換算して得

た期間を引き続き勤務したものとみな

して、号給を調整することができる。

イ 育児短時間勤務職員の給与の取扱い

(ｱ)給料

育児短時間勤務職員の給料月額は、

当該職員に適用される給料表におい

て当該職員の属する職務の級及び号
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

給に応じて決定される額に、当該職

員の１週間当たりの勤務時間をフル

タイムで勤務する職員の１週間当た

りの勤務時間で除して得た算出率を

乗じて得た額とする。

(ｲ)諸手当

a 給料の調整額、義務教育等教員

特別手当、教職調整額等について

は、算出率を乗じて支給する。

b 時間外勤務手当、扶養手当、住

居手当等については、フルタイム

職員と同様に支給する。

c 期末手当・勤勉手当については、

基礎額をフルタイム勤務時に割り

戻した額とする。また、在職期間、

勤務期間から育児短時間勤務職員

として在職した期間に算出率を乗

じた期間（期末手当の在職期間に

あってはさらに 1/2 を乗じた期間）

を控除する。

d 退職手当については、算定基礎

給料月額をフルタイム勤務時に割

り戻した額とする。また、勤続期

間については、育児短時間勤務を

した期間の 1/3 を除算する。

３ 施行期日

平成 20 年４月１日（ただし、２（３）

アに係る規定は公布の日）

公 益 法 人 等 へ の 改正内容 適当な改

職 員 の 派 遣 等 に １ 概要 正と考え

関 す る 条 例 の 一 派遣先団体に財団法人新潟県中越沖地震 ます。

部 を 改 正 す る 条 復興基金を加えるもの

例 ２ 施行期日

規則で定める日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

19.12.6 知 事 等 の 給 与 の 改正内容 中越沖地

特 例 に 関 す る 条 １ 概要 震の復旧

例 ( 意 見 の 対 象 中越沖地震の復旧・復興に対する協力と ・復興に

は 、 こ の う ち 一 して、知事、副知事、企業管理者、教育長、 対する協

般 職 で あ る 教 育 看護大学長及び管理職員等(管理職手当受 力 と し

長等に係る部分) 給者のうち「重要な行政上の決定を行う職 て、職員

員(地方公務員法第 52 条第３項)及び警察 の給与を

職員」)の給与を減額する措置を定めたも 臨時的に

の 減額する

２ 内容 ものであ

削減対象者の給料月額の５％を、平成 20 り、やむ

年３月１日から平成 20 年５月 31 日までの を得ない

期間減額するもの ものと考

３ 施行期日 えます。

平成 20 年３月１日

一 般 職 の 職 員 の 改正内容 適当な改

勤 務 時 間 、 休 暇 １ 概要 正と考え

等 に 関 す る 条 例 総務事務システムの導入に併せて、休暇 ます。

及 び 市 町 村 立 学 の承認期間の単位を統一するため、組合休

校 職 員 の 勤 務 時 暇に係る単位を「年度」から「暦年」に改

間 、 休 暇 等 に 関 めるもの

す る 条 例 の 一 部 ２ 施行期日

を改正する条例 平成 20 年１月１日

一 般 職 の 職 員 の 改正内容 適当な改

給 与 に 関 す る 条 １ 概要 正と考え

例 等 の 一 部 を 改 当委員会の勧告に基づき、一般職の職員 ます。

正する条例 等の給与改定を行うもの

２ 内容

（１）給料表の改定

初任給を中心に若年層に限定して給料

月額を引き上げる。

（２）扶養手当の改定

扶養親族である子等に係る扶養手当の

月額を現行の 6,000 円から 6,500 円に引き

上げる。

３ 施行期日

公布の日（平成 19 年４月１日適用)
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

職 員 の 特 殊 勤 務 改正内容 適当な改

手 当 に 関 す る 条 １ 概要 正と考え

例 の 一 部 を 改 正 警察職員の特殊勤務手当（犯罪捜査手当、ます。

する条例 交通捜査手当、警ら手当、留置施設看守手

当、犯罪鑑識手当、補導業務手当）につい

て、支給額等の改正(日額化)を行うもの

２ 内容

（１）支給対象職員の改正

これまで専ら当該業務に従事する職員

に限り月額で支給していたが、日額化に

伴い「専ら」等の規定を削除し、業務に

従事した全ての職員に支給することとす

る。

（２）手当額の改正

平成 11 年度見直しの考え方にしたが

い、月額から日額に改定する。

３ 施行期日

平成 20 年４月１日

20.2.26 一 般 職 の 職 員 の 改正内容 適当な改

給 与 に 関 す る 条 １ 概要 正と考え

例 及 び 義 務 教 育 （１）副校長の新設に伴う改正 ます。

諸 学 校 等 の 教 育 学校教育法改正に伴い、新たな職である

職 員 の 給 与 等 に 副校長の設置、職務、給与上の処遇につい

関 す る 特 別 措 置 て、関係規定を整備するもの

に 関 す る 条 例 の （２）農林漁業普及指導手当の改定

一 部 を 改 正 す る 当委員会の報告に基づき手当額の改正を

条例 行うもので、現行、給料月額の 100 分の 12、
100 分の 8 である者については 100 分の 6
に、 100 分の 4 である者については非支給

とする。また、平成 22 年度までの経過措

置についても規定するもの

２ 施行期日

平成 20 年４月１日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

市 町 村 立 学 校 職 改正内容 適当な改

員 の 給 与 に 関 す １ 概要 正と考え

る 条 例 の 一 部 を （１）市立中等教育学校の新設 ます。

改正する条例 県立の中等教育学校に加え、新潟市立の

中等教育学校が新設されることに伴い、関

係する給料表の適用及び級別標準職務表の

規定を整備するもの

（２）市町村立学校の栄養職員及び事務職員

への休日給の新設

他県状況を踏まえ一般職員給与条例との

均衡を図るため、市町村立学校職員給与条

例第 30 条の２に規定されている「時間外

勤務手当」の次に、第 30 条の２の２とし

て「休日給」の規定を追加するもの

２ 施行期日

平成 20 年４月１日（ただし、１（１）

については、平成 20 年 11 月１日）

20.3.3 職 員 の 退 職 手 当 改正内容 適当な改

に 関 す る 条 例 等 １ 概要 正と考え

の 一 部 を 改 正 す 不祥事を起こした職員の退職手当の支給 ます。

る条例 の適正化を図るため、「死亡退職」又は「退

職後退職手当の支給前に死亡」の場合につ

いて、任命権者が禁固以上の刑に相当する

と認めるときは、支給しないことができる

こととする（退職手当が支払われていない

場合のみ)もの

２ 施行期日

公布の日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

知 事 等 の 給 与 の 改正内容 中越沖地

特 例 に 関 す る 条 １ 概要 震に係る

例 の 一 部 を 改 正 災害の復旧・復興に対する協力として、 復旧・復

する条例 管理職員等以外の一般職員の給与を減額す 興に対す

る措置を講ずるためのもの る協力と

２ 内容 して、職

課長級以上の職員（管理職員等を除く。） 員の給与

については給料月額の５％を、一般職員に を臨時的

ついては給料月額の３％を、平成 20 年４ に減額す

月１日から平成 20 年５月 31 日までの期間 るもので

削減するもの。ただし、自宅について、中 あり、や

越沖地震で半壊以上の罹災証明を受けた者 むを得な

及び中越大震災で半壊以上かつ中越沖地震 いものと

で一部損壊以上の罹災証明を受けた者は、 考 え ま

特例条例の対象外とする。 す。

３ 施行期日

平成 20 年４月１日


